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	モバイル・エコシステムに関する競争評価
	総論
	論点1. 市場環境や市場の特性の評価
	ア. パブコメでは、「モバイル・エコシステムは、そのレイヤー構造によりネットワーク効果が働きスイッチング・コストが極めて高い等の特性を有し、高い参入障壁により寡占構造となっているという中間報告の考え方に賛同する」という意見がある一方、「寡占が固定化しているというがそれが本当か、今後も継続するのかの検証がされたか不明である。また、事業者の努力により寡占事業者の地位が保たれているのではないか。」「GoogleはAppleのiOSやApp Storeとユーザー及びアプリ・デベロッパを誘致するための激しい...
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、今後、公正取引委員会による事業者アンケート、消費者アンケートの結果の分析等の活用なども含め、モバイル・エコシステムの市場環境、競争環境などについて更なる実態把握を行っていくこととしてはどうか。

	論点2. 事前規制の枠組みを含めたルールの検討
	ア. パブコメでは、「規制が及ぼす影響が広範であることを考慮すべきであり、積極的な介入を検討する前に、まずは透明化法の共同規制の影響を評価することが重要である。」、「既存の競争法、消費者法、プライバシー関連法又は取引透明化法が潜在的な懸念に対応できるものであるかどうか、また、目的を達成するためのより適切な手段となり得るかどうかを検討すべきである。」、「独占禁止法には、ある商品役務における、市場における有力な地位又は自己の取引上の地位が相手方に優越していることをレバレッジして、他の商品役務に対し、競...
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、今後、①モバイル・エコシステム全体のあるべき姿の実現を目指していく上での、既存のデジタルプラットフォーム透明化法又は独占禁止法の枠組みによる対応可能性、②新たなルールと既存の他法令との整合性等について、更に検討を深めていくとともに、各論における競争上の評価等を踏まえて、適切なルールの在り方について検討を進めていくこととしてはどうか。

	論点3. 新たな規制を設ける場合における規制対象（主体）及び規制対象行為の検討
	ア. パブコメでは、「GoogleとAppleのみを対象としているが、対象の選択がより恣意的ではなく協力的かつ協調的なアプローチの規制とすべき。」、「事前規制はイノベーションを阻害する可能性もあるので、事前規制を行うのであれば、対象を極めて限定し、必要以上に広範な規制にならないように配慮するべき。具体的には、モバイル・エコシステムにおけるPF事業者を対象にしたピンポイントの規制とするべき。」、「エコシステム内の垂直統合は効率性を向上させ消費者に利益をもたらすことが多い。反競争的な場合もあるため、個...
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、ルールの在り方の検討を行うに当たっては、引き続き、各論での競争上の評価等を踏まえ、何らかのルールを導入する場合には、規制対象（主体）や規制対象行為について更に検討を深めていくこととしてはどうか。

	論点4. 立証責任の所在
	ア. パブコメでは、「正当化事由としてセキュリティやプライバシー保護を挙げる一方、OS事業者が悪用防止を理由に詳細を明かさないと主張することが考えられる。例外事項が不当に恣意的に行使されることがないように、守秘義務を保持しつつ客観的で合理的に判断する専門機関等を整備することを提案する。また、中間報告で指摘されるように正当化事由の立証責任はOS事業者が負い、立証できない場合は正当性が判断できないとする考え方も有効である。」という意見のある一方、「本来、行政側が主張・立証すべき規制に対する正当化事由の...
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、引き続き、仮に新たな規制を設ける場合の当事者が立証すべき事項などにどのような制度的な工夫が適切か、可能かなどにつき、更に検討を深めていってはどうか。

	論点5. その他ルールの検討の際の論点
	ア. パブコメでは、「特定の地域で義務つけられた内容が他の地域では禁止されている可能性があり、複数の市場で同時に規制目的の要求を満たすことは、一度に一つずつの市場で規制目的の要求を満たすよりもコストが大きいと開発者は活動を縮小させる可能性がある。」、「新たな規制をする場合、日本のモバイル・エコシステム固有の特徴に配慮すること、明確に特定された明確な弊害に対応すること、弊害に比例した内容であることを確保するべき。」、「新たな要求事項を遵守させ、支持することを奨励するため、新たな規制枠組みの目的を達成...
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、仮に新たなルールを設ける場合においては、各国間でのルールの調和の観点と諸外国と異なる我が国特有の事情の考慮とのバランスや、規制を遵守した事業者に対するインセンティブ付与の視点等についての検討なども行っていくこととしてはどうか。

	論点6. 執行機関の検討
	ア. パブコメでは、「本報告書で示された問題の解決は、公正取引委員会及び消費者庁が主導して行うべきであり、公正取引委員会及び消費者庁の機能と資源の大幅な拡充が必要である。」、「OECDレポートにあるように事前規制と最も重複するのは競争法であり、不要な重複を避け、効率的に運用するためには競争当局である公取委が新法を所管すべき。」といった意見があった。
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、仮に新たなルールを設ける場合においては、①デジタル分野において既に実施ないし先行して検討が進められている各国の規制で、どのような体制が組まれているのか、②我が国で新たなルールを効果的に執行するために必要な体制（担当する機関、体制・人員規模、必要となる専門性等）についても、具体的に検討を行っていくこととしてはどうか。

	論点7. ステークホルダーからの情報収集
	ア. パブコメでは、「意図せざる悪影響を防ぐため、デジタル市場で事業を行う企業、消費者、及びサイバーセキュリティ等の新しい規制が潜在的に影響を及ぼしうる政策分野の技術的専門家を含む、幅広い利害関係者との密接かつ継続的な協議を経て介入を実施すべきである。」、「ステークホルダーの有する多面的な観点からの見解を考慮すべき。」、「具体的な法規制の検討にあたっては、あらゆるステークホルダーと十分に議論したうえで、プラットフォームを利用する事業者・消費者はもとより、知的財産権利者等、第三者の利益について十分に...
	イ. 適切なルールの在り方の検討においては、幅広いステークホルダーから意見を収集することが肝要であり、本パブコメもその一環である。このため、今後の検討を行っていくに当たっては、今回のパブコメで得られた様々なコメントを踏まえつつ、検討を深めていくこととする。また、今後の検討においても、セキュリティ専門家や消費者団体等様々なステークホルダーから意見を聴きつつ、更なる検討を進めていくこととしてはどうか。


	各論１ OS等のアップデート・仕様変更への対応
	各論３ OSにおけるトラッキングのルール変更（Apple）
	各論４ ブラウザにおけるトラッキングのルール変更（Apple）
	各論５ ブラウザにおけるトラッキングのルール変更（Google）
	論点1. OS・ブラウザのアップデート・仕様変更における懸念点の類型化による整理
	ア. OS・ブラウザのアップデート・仕様変更における懸念について以下のように類型化して検討の深掘りを行っていくこととしてはどうか。

	論点2. 類型1についての懸念やプラットフォーム事業者側の対応について、更に事実確認を進めるとともに、対応の必要性、対応を行う場合の詳細設計
	ア. 現時点で想定される検討すべき論点としては、例えば、以下のように考えられるのではないか。
	 Apple・Googleからは、アップデートに際して十分な対応期間の確保や説明対応を行っているとの回答が寄せられる一方で、パブコメでは問い合わせ対応に要する時間や対応手法に対する課題がある旨の声も意見せられた。サードパーティ・デベロッパに対して、どのような内容・方法で情報開示が行われたのか、サードパーティ・デベロッパに対して十分な対応期間が与えられたのか、サードパーティ・デベロッパとの間の問い合わせ対応等がどのようなものであったのかについて、対応の類型（期間、問い合わせ方法、公開されるコードの...
	 GoogleによるPrivacy Sandboxの導入については引き続き英国CMA（Competition & Markets Authority）とGoogleとの間の協議内容を注視するとともに、その他のトラッキングルールの変更に関する動向についても実態を把握する必要があるのではないか。
	イ. 仮に何らかのルール設計を行う場合であっても、例外とされるべき事項についても併せて検討を行っていく必要があるのではないか。
	 パブコメでは、「緊急の対応が必要となる脆弱性が発見された場合への対応」など、OSの仕様を変更する際に事前の通知を行うことができない場合もあるとの指摘も寄せられた。このように何らかの手続を導入する場合であっても、例外とすべき事情についても検討を行う必要があるのではないか。

	論点3. 各論３～５で示されたモバイル・エコシステムの競争領域でビジネスをする事業者（アプリベンダ、ウェブサービス事業者）にとって、深刻かつ差し迫った損害を与えるおそれがある場合への対応として、類型2に規制当局が介入するオプションの必要性の検討
	ア. パブコメでは、中小企業や消費者を含む市場参加者の経済的存続を脅かすような場合には、他法益とのバランスをとりつつもオプションを導入する目的を実現するために必要な措置を柔軟にとれるようにすべきとの意見や、深刻かつ差し迫った損害を与えるおそれがある場合の判定基準について、客観的な設定が困難ではないかとの意見があった。
	イ. 現時点で想定される検討すべき論点としては、例えば、以下のようなものが考えられるのではないか。
	 規制当局が介入するオプション（オプションAの対応パッケージe）は必要か。
	 中間報告では、「ルール設定・変更により影響を受ける事業者に、深刻かつ差し迫った損害を与えるおそれがある場合」としているが、具体的にどのような場合がそれに当たり得るのか。また、その判断は誰が、どのように行うのかについて検討を行うこととしてはどうか。
	 「規制当局が介する必要な協働プロセス」について、具体的にどのような設計が可能か。
	 差止めが認められる場合、差止めの申立てができるのは誰か、差止請求権を必要とするようなケースとしてどのようなものが考えられるか。
	 他により適切な手段はあるか。


	各論２ OSのアップデート等に伴うアプリ開発の時間的優位性
	論点1. OSアップデートに関する情報について、自社のアプリ開発部門とデバロッパとの間で共有される時期に差があるのかどうか、また差がある場合には自社のアプリ開発において当該情報が先行的に利用されているかどうか更なる実態把握
	ア. Apple及びGoogleは共に、テストとそのフィードバックをもらうために、一部のデベロッパに対して早期にアップデートの内容を共有することがあると説明している。
	イ. Googleは「ファーストパーティアプリを不当に優遇する目的を含め、Androidのエコシステムに利益をもたらす以外の目的でアップデートに関する情報をファーストパーティのアプリと共有することはありません。Googleは、Androidの新機能をAndroidのデベロッパのエコシステムにリリースする際には、これを定期的にファーストパーティのデベロッパと共に開発し、テストすることでこれらの機能が意図したとおりに動作することを確保しています」と説明している。
	ウ. Appleは「AppleのAppは、WWDC期間中にリリースされるｉOSの初期ベータ版と連携して更新されることはありません」と説明しているが、他方で、「ｉOS内の新しい機能及び技術をそれらがリリースされる前にテストするために、デベロッパとともに頻繁に作業します。当該機能をテストするために、Appleはエンタイトルメントを通じて、限られたデベロッパのグループに対してハードウェアあるいはソフトウェアの早い段階でのアクセスを提供します」とも説明している。この中に、Apple自身のApp開発チームが...
	エ. このため、引き続き、OSアップデートに関する情報が自社内に共有される時期、範囲、自社内のアプリ開発に先行的に利用されているかどうかについて実態把握を行ってはどうか。

	論点2. 情報共有が行われることが正当と認められる場合の考え方の検討
	ア. 論点１のとおり、Googleはファーストパーティのデベロッパに早期にOSアップデートに関する情報を共有していると認めている。Appleについてはこの点明確ではない。
	イ. ファーストパーティのデベロッパに優先的に情報提供をすることについて、その目的が「テストとそのフィードバックの必要性」であるならば、それについては妥当性があると考えるべきか、その目的に限った利用となるように（中間報告で示された自社優遇等が生じないように）どのような措置を講じているのか、情報共有の範囲、時期、手段等が適切、妥当であるかについて検討をしてはどうか。

	論点3. 対応の必要性と、一定の対応が必要と認められる場合の詳細設計の検討
	ア. オプションAで提示した「自社内の情報遮断及びアクセスの公平性の確保」について、パブコメでは情報遮断の必要性に賛同する意見もある一方で、実効性に疑問がある、公平性を確保することを担保することが困難との意見があった。
	イ. そこで、本各論における懸念に対する何らかの対応の必要性について、更に精査を行うとともに、対応が必要な場合における情報遮断を担保する手法、対象とする情報及び例外事由、実効性確保に必要な手段等の検討を進めてはどうか。
	ウ. また、今回の意見募集で得られた提案や意見、その他諸外国等情報を踏まえながら、中間報告で提示されたオプションA以外のルールの在り方についても、引き続き、検討を進めてはどうか。


	各論３ OSにおけるトラッキングのルール変更（Apple）(の一部)
	論点1. 各論３において指摘されたユーザーへの通知の表示方法について、中間報告で指摘された懸念点への対応の必要性の有無、対応が必要な場合の詳細設計の検討
	ア. どのような表示が「非中立的な方法」といえるのかなどについて、諸外国での議論も参考としつつ、更なる検討が必要ではないか。
	イ. 上記アの論点に加え、懸念への対応の必要性の有無、対応が必要な場合の詳細の設計については、各論１７におけるユーザーに対する表示に関する論点と併せて検討の深掘りを行っていくこととしてはどうか。


	各論６ クローズド・ミドルウェア（Google）
	論点1. GPSについて、クローズドにしなければならない理由の精査
	ア. パブコメにおいて、Googleは、AOSP(Androidオープンソース・プロジェクト)に含めるには適さない仕様、機能及びAPIとして、例えば①Googleのサーバとコンタクトを必要とするもの、②古いバージョンのAndroidに対し比較的早く展開される必要があるもの、③迅速なアップデートを必要とするもの、④プロプライエタリー・ソフトウェアを含む又は必要とするものを挙げている。
	イ. また、中間報告で示されたオプションに対しては、Androidのフォークに対してGPSを利用可能にすることは、以下の点で問題があるとしている。
	 GPSは互換性を前提としており、互換性定義ドキュメント（CDD）に定める互換性要件基準を満たしていないAndroid上でGPSを実行すると、GPSが正常に機能しないリスクが高くなる。
	 互換性のないAndroidバリアント上で機能するGPSを利用可能にすることは、技術的に困難。
	 Googleが何十億ドルも投資して作り上げた知的財産であるAPIの中核機能について、仕様や修正に条件や制限を加えないでライセンスする義務を課すことは、Googleのイノベーションのインセンティブが阻害される。
	ウ. 上記の理由の妥当性について、引き続き精査を行ってはどうか。

	論点2. GPSのうちオープンにした方が良い機能についての精査
	ア. 中間報告では、GPSについてGoogleサービスへの認証、連絡先の同期、ユーザーの最新プライバシー設定へのアクセス、現在地情報サービスのような機能についてクローズドであると指摘されている。また、パブコメにおいてGoogleから寄せられたGPSの機能の説明については、上記のとおりである。
	イ. 他方、Google以外から寄せられた意見として、
	 OSが本来提供すべきAPIやサービスに依存しないAPIと、Googleサービスを提供するためのAPIとを区別し、前者はオープンソース化することができるのではないか。
	 アプリの動作の根幹に関わる部分については、インターフェースの統一といった観点からオープンにすべきではないか。
	との意見もあった。
	ウ. 以上を踏まえ、OS間での公平・公正な競争環境の観点から、オープンにすべき機能について精査を行ってはどうか。

	論点3. 何らかの対応の必要性と、何らかの対応を行う場合の対応の在り方についての更なる検討
	ア. 上記を踏まえながら、何らかの対応の必要性について更なる検討を行うとともに、対応が必要な場合におけるオプションAについての精緻化を行うとともに、一律にオープンにするだけではなく、一部をオープンにする等、オプションA以外のルールの在り方についても具体的に検討を進めてはどうか。

	論点4. GPSがクローズになっている問題についてアプリストア間の競争への影響の検討
	ア. 中間報告では、GPSがクローズドであることで、Androidが、Android以外のAOSP（Androidオープンソース・プロジェクト）ベースのOSに対して有利になり、OS間での公平・公正な競争環境が阻害されるおそれがある旨指摘しているが、Android搭載のスマートフォンにおけるサードパーティのアプリストアとGoogle Play間の競争への影響についても検討してはどうか。


	各論７ アプリストアの拘束（Apple）
	論点1. サイドローディングの許容によるリスク及び現時点での担保措置への影響の評価
	ア. サイドローディングする方法には、中間報告で示した通り、①プリインストールされたアプリストア以外のアプリストアからダウンロードする方法と、②ブラウザを使用してインターネットからダウンロードする方法などがある。
	イ. パブリックコメントでは、「アプリを悪用してユーザーを騙す、OSのセキュリティを低下させる、といった可能性を許容することになるのでは？という不安がよぎります。例えば、マルウェアを仕込んだり個人情報を詐取したりするようなアプリほか、多種多様なリスクをユーザーにもたらす可能性について、厳に留意すべきはないでしょうか。（中略）特に、18歳未満の利用を拡大する等の目的で、フィルタリングを含むペアレンタルコントロール機能が正常に機能しないよう設計することも可能になってしまうという懸念があります」、「サイ...
	ウ. 他方、「サイドローディングの禁止によって競争圧力が働かず、手数料が高止まりしている。セキュリティリスクは軽減することが可能。私企業にアプリ配信を独占させた場合に、セキュリティが最優先される保証はない。リスクについては警告を示せば消費者も認識でき、選択の機会を広げるためにもサイドローディングを許容すべき」、「Appleのセキュリティに関する主張は非常に誇張されたものです。iPhoneデバイスのセキュリティと完全性は、App Storeが独占的なアプリ配信チャンネルでなくても確保できます。これは...
	エ. 以上のような様々なコメントなども踏まえ、下記論点２に掲げる４つの代替流通経路ごとに、セキュリティ、プライバシー等の点でのリスク、現時点でのセキュリティ、プライバシーを担保するための措置の詳細（ハードウェア、OS、アプリストア等がそれぞれ、特にセキュリティやプライバシー等の観点で、どのような役割を担っているのかを含む）とそれへの影響などについて、引き続き、更なる実態把握を進めていくことが必要である。

	論点2. 代替流通経路を許容する場合の新たなセキュリティやプライバシーの担保措置の実現可能性・有効性の検討。それらを踏まえた代替流通経路の許容の是非の更なる検討
	ア. iPhoneにおけるApp Store以外のアプリ代替流通経路として、以下の類型が想定されるのではないか。
	イ. パブリックコメントに寄せられた意見の中では、サードパーティのアプリストアからのダウンロードに関して、「Appleは、代替iOSアプリストアが、セキュリティ及び品質を確保するために必要であると考えられる最小限の制限及び要件を遵守することを要求し、契約においてこれらのパラメーターの遵守を確保することは許容される」、「セキュリティ・プライバシー保護の必要からサイドローディングに反対する考えが喧伝されることが想定され、その場合には、セキュリティ、プライバシー保護に優れているクローズモデルを前提として...
	ウ. 認証制度に関しては、「認証制度は不要。アプリ配信にさらなる干渉が生じ、不必要に新興アプリストアを競争から排除するおそれもあります。（中略）当該制度が採用された場合には、認証手続の濫用を防止するために、モバイルOS提供事業者ではなく、中立的な第三者が同制度を制定し監視するようにすべき」、「仮にサイドローディングを認めるのであれば、これらを別途担保するための手段が検討されるべきであり、その意味で、同手段が検討されるべきとの意見には賛成である。しかし、当該手段は、登録制、許可制などを伴う法規制によ...
	エ. また、「競争によってアプリストアのセキュリティの質が高まる」という中間報告で示した考え方については、「経済理論では、アプリのセキュリティを評価することが困難又は高額な場合には、『底辺への競争』シナリオが発生する可能性が高くなると示唆されている。」、「セキュリティの良し悪しを価格に転化するのは難しいのではないかと思われる。従って、複数のアプリストアを競争環境においたとしてもセキュリティ競争が起こる可能性は低いと思われる。」、「アプリストアの新規参入について、参入による競争で諸問題が改善され、よ...
	オ. 以上のコメントなどを踏まえて、新たな担保措置の設計、その構築の技術的・経済的にみた実効性、同制度の永続を前提とした規制コストに見合ったメリットがあるか（例えば、多数・多様であって、アップデートによって時間経過とともに「頑健性」が変化するアプリストアの認証を、誰が、どのような方法で評価するのか、そのコストを誰が負担するのか）などについて、検討を深めてはどうか。なお、諸外国においても、様々な議論が行われており、これらについても、今後注視することも必要ではないか。
	カ. なお、クラウドを通じたストリーミングプレーが可能な様々なクラウドゲームを提供する、いわゆる「カタログアプリ」も同様に、App Storeからダウンロードできるようにすべきとの意見もあった。Appleによるクラウドゲームの流通制限については、英国CMAがmarket investigationとして扱う計画があると公表しているが、この動きも注視しつつ、実態把握及び競争上の問題の有無の検討も併せて進めることも考えられる。


	各論８ サイドローディングの制限（Google）
	論点1. サイドローディングの際の「表示」と「手順」についての評価の更なる深掘り
	ア. パブコメでは、「サイドローディングにおける警告等の表示は、セキュリティについて消費者（利用者）に知らせる重要な機能であり、表示の維持を求めます。」、「現実的な課題としてサイドローディングによるアプリケーションのインストールがユーザーに被害を与えていることから、セキュリティの観点からは適切な警告であるといえる。」、「手順に関しても、あまりにも容易にしてしまうとユーザーを騙して不正なアプリをインストールすることなどがより簡単に行えるようになると予想される。」とする意見等、現状の警告表示と手順は適...
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえ、警告表示と手順の評価について、有識者や消費者からのヒアリング等の実施も含め、更なる情報収集を行うこととしてはどうか。

	論点2. 対応の必要性の検討、対応が必要な場合の対応の実行可能性（安全性の検証、安全性が確認されたアプリの特定の方法、表示の「過剰」の判断など）の更なる検討
	論点3. その他、バリアになっている可能性のあるものについての実態把握、対応の必要性の検討、対応が必要な場合の設計の検討
	ア. オプションAの枠組みで対象となるサイドローディングを抑制する行為は、過剰な表示及び手順に限定されるものではなく、Googleがデベロッパとの間で締結しているDDA（Google Play Storeを通じて代替アプリストアを配布することを制限する契約）やOEMとの間で締結しているMADAにも、アプリの代替流通経路の利用を抑制させる効果がある。この点、DDAについては、アプリ流通のボトルネックを解消するため、これを禁止することを英国CMAが提唱し、これに賛成するコメントが寄せられている。MAD...
	イ. 上記を踏まえ、デベロッパやOEMとの契約など、代替アプリストアによる配信の妨げとなり得るもの等についての更なる実態把握をした上で、対応の必要性の検討、対応が必要な場合の設計の検討を進めていくこととしてはどうか。


	各論９ 決済・課金システムの利用義務付け
	論点1. 代替的な決済・課金システムが認められないことによる弊害、認めていない理由の妥当性、認めることによるリスクの更なる精査
	ア. パブコメでは決済・課金システムの利用義務付けについて、Appleからは以下のコメントが寄せられている。
	イ. Googleからも以下のコメントが寄せられている。
	ウ. これに対して、パブコメでは、AppleやGoogleの提供する決済・課金システムの利用を強制することによる競争上の懸念として、以下が指摘されている。
	エ. 以上のようなコメントなどを踏まえ、代替的な決済・課金システムが認められないことによる競争への影響や、認めていない理由の妥当性、代替的な決済・課金システムを認めることによるリスクについて、更なる検討を進めていくこととしてはどうか。この際、上記のように、手数料の性質や高さに関すること、決済・課金システムを選択できないことのデメリットに関すること、顧客サービスとの関係、セキュリティとの関係などの視点からの検討が考えられるが、具体的には、例えば、以下のような観点が考えられるがどうか。

	論点2. 仮にIAP利用強制禁止を導入した場合に、それが実効的であるための方策の検討
	ア. 中間報告では、オプションAとしてIAP利用強制の禁止を提示したが、中間報告でも触れられているとおり、決済・課金サービスの利用強制を禁止する改正電気通信事業法が施行された韓国において、Googleは、ユーザーがGoogleの提供するIAP以外を利用した場合にも手数料率を４％引き下げた上で、引き続きアプリ・デベロッパから手数料を徴収する方針を示している（Appleも同様）。また、オランダでも、マッチングアプリに関してAppleがIAPの利用を強制することについて禁止措置が採られたが、Appleは...
	イ. このような状況に対し、パブコメでは、「寡占構造による弊害は高額の手数料として現れているので、この問題に早急に対応すべき。」、「韓国では自社外決済システム利用に高額の手数料を別途徴収することとしていることから、十分な実効性が働いていない面があるので、例えば、一定の場合には直接手数料の水準に介入することを含め、実効的な手段を検討すべき。」との意見があった。また「アプリ・デベロッパにとって、複数の支払いシステムを実装してサポートするために多大なコスト負担となり」、「何百ものゲームがあり、それらがク...
	ウ. 上記を踏まえると、IAPの利用強制を形式的に禁止し、他の決済・課金手段の利用を認めさせるだけでは、他の決済・課金手段を利用するための経済的、技術的コストまで考慮すると実効性が十分にないとの懸念もある。こうした点を考慮し、IAP利用強制禁止を導入した場合に、当該禁止措置の実効性を確保するための方策の検討を進めていくこととしてはどうか。なお、この点の検討に当たっては、諸外国の動向、特に、Googleが欧州経済領域（EEA）内で代替ビリングシステムを許容するとしたことや、GoogleとSpotif...

	論点3. IAPの利用強制を禁止した場合においても、アプリ・デベロッパとユーザーの間のコミュニケーションが阻害されるおそれと、それを踏まえた対応の必要性と対応が必要な場合の詳細設計の更なる検討
	ア. 中間報告では、オプションBとしてアプリ・デベロッパとユーザーの間のコミュニケーションの阻害禁止を提示したが、パブコメでは、価格や商品・サービスの提示だけでなく、代替的な決済・課金システムの案内についてもコミュニケーションを阻害されないようにする必要があるという意見が寄せられた。また、アプリ・デベロッパとユーザーの間のコミュニケーション阻害を禁止するオプションBは、IAPの利用強制禁止というオプションAが実施されたときに限って有効という意見もあった。
	イ. 他方で、Googleは、代替的な支払いオプションに関する事項も含め、アプリ・デベロッパがアプリの内外を問わず様々な方法でユーザーとコミュニケーションをとることは既に認められており、アプリ・デベロッパとユーザーのコミュニケーションについてさらに介入するのであれば、エコシステムを支えるために重要であるGooglePlayとAndroidによって提供されるサービスへの手数料の支払いを回避することができないようにする必要があるとして、自由なコミュニケーションを認めることによりエコシステムが毀損される...
	ウ. 上記を踏まえ、IAPの利用強制を禁止した場合においてもアプリ・デベロッパとユーザーの間のコミュニケーションが阻害されるおそれと、それを踏まえた対応の必要性と対応が必要な場合の詳細設計について、更なる検討を進めるべきではないか。


	各論１０ アプリ内における他の課金システム等の情報提供、誘導等の制限
	論点1. 他の決済・課金システム等の情報提供、誘導等の制限による競争上の懸念、制限している理由の妥当性、情報提供等を認めることによるリスクの更なる精査
	ア. パブコメでは、他の課金システム等の情報提供、誘導等が認められていないことによる競争上の懸念について、ユーザーが様々な購入チャンネル間で情報に基づいた選択を行う能力を制限し、一般的により安価であるアプリ外の代替手段が失われるため、ユーザーに損害を与えるという意見があった。
	イ. 他方で、他の課金システム等の情報提供、誘導等を認めていない理由について、Appleは、アプリ・デベロッパが、IAPを利用しながらAppleに対する合法的な手数料を支払う義務を回避することを防ぐものであるとしている。また、Googleは、他の課金システム等の情報提供、誘導等を認めた場合のリスクについて、安全性をGooglePlayが検証しているとユーザーが誤解し、知らず知らずのうちに安全でないWebサイトに誘導されることにより、個々のユーザーに損害がもたらされる可能性があり、それがGoogle...
	ウ. 上記のようなコメントなどを踏まえつつ、他の課金システム等の情報提供、誘導等の制限による競争上の懸念、制限している理由の妥当性、情報提供等を認めることによるリスクについて更なる検討を進めていく。

	論点2. 対応の必要性と、対応を講ずる場合の対応策の更なる詳細設計の検討
	ア. 中間報告に記載のとおり、Appleが2022年から一部分野において、いわゆるリーダーアプリに関してアウトリンクを許容する措置を実施しており、これらの実装状況について実態把握をすることとしてはどうか。
	イ. また、現状、アウトリンクが許容されているのはリーダーアプリにおける一定のアプリの場合に限られており、それ以外のアプリにあっては、ダイレクトメール等のアプリ外での情報提供は従前から認められているものの、アプリ内から他の決済・課金システムに関する情報提供や誘導等をすることは依然として実質的に制限されている。したがって、このような制限について、対応の必要性及び対策を講じる場合の制度設計（例えば、あらゆる情報提供や誘導を可能とするようにすべきか、情報提供の内容や誘導先について一定の範囲で制限する余地...
	ウ. その際、以下の点を考慮してはどうか。
	エ. また、IAPの利用強制を禁止した場合においてもアプリ・デベロッパによるユーザーへの情報提供等が阻害されるおそれと、それを踏まえた対応の必要性と対応が必要な場合の詳細設計についても、検討を進めるべきではないか。具体的には、以下の観点等を検討する。


	各論１１ WebKitの利用義務付けとブラウザにおけるウェブ・アプリに対する消極的な対応（Apple）
	論点1. WebKitの利用義務付けによる競争上の影響、義務付けている理由の妥当性、利用義務付けを禁じることによるリスクについての更なる精査
	ア. AppleはWebKitの利用義務付けについて、「全てのブラウザはWebKitエンジン上で稼働する必要があるというAppleの要件は、Safari以外のブラウザとの競争を制限する手段であるというDMCH 中間報告の憶測に反して、Apple の全体的なセキュリティ保護とiOS 端末のパフォーマンスにとって中核的な要素を成すものです。」、「Appleは、他のブラウザがSafariと差別化することを可能としており、ユーザーに対して真の選択肢を提供しています。」と説明している。
	イ. これに対し、iPhoneでもChromeを展開しているGoogleからは、
	ウ. 他にも、WebKitの利用義務付けによってApple自身のウェブ・アプリよりも優れている可能性のあるウェブ・アプリを提供することを妨げている、WebKitの利用義務付けをやめさせることがモバイルアプリエコシステムの競争を正常化できる、といった意見があった。
	エ. また、Apple が意図的に Media Source Extensions API（MSE API）をiOS のSafari (WebKit) で実装していないことで、動画/ライブ配信サイトがApple が開発した HLS というストリーミング形式を採用せざるを得ず、優れたストリーミング形式を選ぶ自由を事実上奪われているという問題がある、との意見もあった。
	オ. 利用義務付けの禁止については、それ自体が大きなセキュリティリスクとなるおそれがある、といったセキュリティを理由とした反対意見のほかに、WebKitの規制は競合関係にあるGoogleなどのBlink陣営を利するだけである、といったChromeの独占化に繋がることへの懸念に関する意見もあった。
	カ. 上記を踏まえながら、WebKit利用義務付けによる競争上の影響、セキュリティ及び端末パフォーマンスを利用義務付けの理由とすることの妥当性、利用義務付けを禁止した場合のリスク（ネイティブアプリのアプリ内ブラウザ・エンジンを含めたブラウザ・エンジンのセキュリティアップデートが適切に行われ得るか等）について、更に精査してはどうか。

	論点2. WebKit利用義務付けへの対応の必要性、対応する場合の更なる詳細設計の検討
	ア. 中間報告のオプションAで提示したWebKit利用義務付けの禁止については、他のブラウザ・エンジンとの競争をモバイル・エコシステムに導入するには効果的、WebKitの利用義務付けをしておきながらSafariでは使える機能が WebKitでは使えないという状況はフェアではない、といった賛成意見があった。
	イ. また、WebKitに脆弱性が見つかった場合は現状iOSではブラウザの使用を止めないと攻撃から身を守れないため、代替エンジンを一律に禁止するのはいかがなものか、として、ブラウザ・エンジンとブラウザの分離を提案する意見もあった。
	ウ. 中間報告で提示したオプションAのWebKit利用義務付けの禁止について、論点１を踏まえながら、対応の必要性やWebKit以外のブラウザ・エンジンを許容するに当たっての要件など、更なる詳細設計の検討を進めてはどうか。

	論点3. WebKitの利用義務付けが禁止されたとしても、Safariによるウェブ・アプリがサポートされない懸念についての更なる実態把握とサポートされない理由の妥当性の評価
	ア. 仮にiOS上でのWebKit利用義務付けの禁止を行ったとしても、有力なブラウザであるSafariにおいて、ウェブ・アプリに十分な対応がなされない懸念があり、中間報告においても、Safariにおける対応を行わない、あるいは対応を遅らせることが見受けられる旨が示されている。
	イ. これに対しAppleは「DMCH中間報告は、159頁において「Appleは、ブラウザ・エンジンを改良せず、ウェブ・アプリのインストール機能の実装に消極的」と結論付けています。この大まかな認定（finding）には、一つの商業ウェブサイトによる極度に単純化された比較以外、何の裏付けも与えられていません。この認定は、証拠による裏付けを全く欠くものです。」と述べている。
	ウ. 一方で、パブコメにおいてはSafariの機能が実際に制限されているといった個別の意見に加え、「多くの一般的なユーザーは結果的にデフォルトのWebKit(mobile Safari)を使うであろうことが予見され、Appleがこの競争のためにWebKitの開発において、PWAやその他の機能改善について積極的に行うことは考えづらい」といった意見があるように、Safariによるウェブ・アプリが十分にサポートされないという懸念は払しょくされているとはいえない。
	エ. 上記を踏まえ、Safariにおけるウェブ・アプリのサポート状況の実態把握、サポートされない理由の妥当性の評価について検討を進めてはどうか。

	論点4. ウェブ・アプリへの対応に関する規律を導入することの必要性、仮に何らかの対応を行う場合の更なる詳細設計の検討
	ア. 中間報告のオプションBにおいて、ウェブ・アプリへの対応の義務付けを提示しているが、これについて賛成意見もあったものの、「広範になりすぎ、執行に問題がある」、「どの標準をサポートしなければならないか、何がウェブアプリケーションに対する「十分な」サポートであるかを定める規制ではなく、（オプションAのように）ブラウザの競争を可能にし、ユーザーが決定できるようにすることが望ましい」といったように規律を導入するのではなく競争の結果によってウェブ・アプリへの対応が進むべきとの意見もあった。
	イ. 一方で、「オプションBを実行することで、SafariでもPWAのインストールプロンプトやAPIの提供が可能になれば、多くの企業もiOS、Android、Webの３プラットフォーム向け開発からWeb一本に絞れる」といった意見もあった。
	ウ. 上記を踏まえ、中間報告で示したオプションBについて、ウェブ・アプリへの対応に関する何らかの規律を導入することの必要性、仮に何らかの対応を行う場合の更なる詳細設計の検討を進めてはどうか。


	各論１２　OS等の機能のブラウザに対するアクセス制限（Apple）
	論点1. 更なる実態把握によるアクセス制限による競争上の懸念、アクセスを制限する理由の妥当性、アクセスを認めることによるリスク等の精査
	ア. パブコメでは、Safariと競合するブラウザ・サービスに対するアクセス・機能性の制限がネットワーク効果を増幅させ、ブラウザ・サービスへの参入や拡大への高い障壁となる可能性があるといった意見があった。
	イ. Appleがアクセス制限をする理由の一つとして挙げている、JITが悪用されるといったセキュリティのリスクへの懸念に対して、実際にあった過去の攻撃事例から理解を示す意見がある一方で、Googleの事例を参考として危険なコードの実行を抑止しつつJITを有効にする手段が有効であったことから端的に事実に反していると指摘する意見もあった。
	ウ. 上記のコメントなどを踏まえながら、更なる実態把握によりアクセス制限による競争上の懸念、アクセスを制限する理由の妥当性、アクセスを認めることによるリスク等の精査をしてはどうか。

	論点2. 対応の必要性の更なる検討、対応策の更なる詳細設計の検討
	ア. オプションA（ブラウザのOS等の機能への自社と同等のアクセスの確保）について、例えば英国CMA中間報告書（5.192、5.198）に「制限に対する正当なセキュリティ上の（又はその他の）理由がある限り、制限を設けることによる利益が競争を制限するコストにどの程度見合うか、又は同等の利益を達成するためにより制限の少ない方法があるかどうかを更に検討する必要がある」とあるように、Safari以外のブラウザへの機能制限の理由がセキュリティに関するものとしても、その妥当性の精査は必要と考えられる。
	イ. パブコメにおいても、JITをはじめとしたセキュリティのリスクを理由に機能を制限するのであれば、アプリ審査において問題ないかを確認すれば十分であってアクセス制限を一律に掛ける必要はないのではないか、また、オプションAが実際に対応できるかは不分明であることから、義務化より緩い努力義務やブラウザ提供者からの要請に誠実に回答する義務などとしても良いのではないか、といった意見があった。
	ウ. 上記のコメントなどを踏まえ、対応の必要性の更なる検討、対応策の更なる詳細設計の検討を行うこととしてはどうか。


	各論１３ ブラウザの拡張機能における制約
	論点1. モバイル端末のChromeにおいて拡張機能を認めていないことによる競争上の懸念、認めていない理由の妥当性、認めることを求める場合のリスクについての更なる精査
	ア. Googleはモバイル端末のChromeの拡張機能を現状で認めていない理由を「パフォーマンス上の制限やバッテリーの問題等、デスクトップの場合にはない技術的な障壁があるためです。」としつつも、「拡張機能をモバイルに対応させる取組みを進めています。」として拡張機能への対応を否定はしていない。
	イ. しかしながら、ブラウザ拡張機能の提供の義務付けについては、「技術の実態（例えば技術上の障害等）を無視するものであって、端末の機能を損ない、ユーザーに不利益を及ぼすリスクがあると考えています。」と反対の姿勢を示している。
	ウ. 上記のコメントなどを踏まえ、ブラウザの拡張機能が端末に与える影響、PCでは実装されている機能をモバイル端末にも実装するにあたっての技術的なハードルやコストについて更なる精査を行ってはどうか。

	論点2. モバイル端末のブラウザにおいて拡張機能への対応を義務付けることの必要性、仮に義務付けを行う場合の更なる詳細設計の検討
	ア. 論点1も踏まえて、対応の必要性の更なる検討、義務付けを行う機能の範囲などについての詳細な設計の検討を行ってはどうか。

	論点3. iPhoneにおいてSafari以外のブラウザに拡張機能を認めていないことによる競争上の懸念、認めていない理由の妥当性、認めることを求める場合のリスク等についての更なる精査
	ア. iPhoneについてAppleは「Appleによる同社のスマートフォン向けアプリに対する拡張能力の制限により、iOSでChromeのブラウザ拡張機能を展開することは困難です。」と説明している。
	イ. パブコメでは、懸念は妥当と考えるが、拡張機能の配布にApp Storeが利用されているのはWebKit強制の名残であり、WebKit以外のブラウザ・エンジンが利用できるようになった場合は、ブラウザ事業者は各々で拡張機能ストアを提供し、ブラウザ内で完結できるよう拡張機能を整備すべきであり、拡張機能をApp Storeで提供することは想定できないとし、問題はWebKitの利用義務付けにあるといった意見があった。
	ウ. 上記のコメントなどを踏まえ、iPhoneにおいてSafari以外のブラウザに拡張機能を認めていないことによる競争上の影響、Appleが認めていない理由の妥当性、Appleに認めることを求めることに伴うリスク等について更なる精査を行ってはどうか。

	論点4. iPhoneにおいてSafari以外のブラウザへの拡張機能のサポートを認めることを求めることの必要性、認めることを求める場合の対応の更なる詳細設計の検討
	ア. オプションBではサードパーティのブラウザに対しても同等の機能を提供することを義務付けるとの方向性を示したが、論点3も踏まえ、ブラウザ内でインストールするようにし、拡張機能に関する事柄が全てブラウザ内で完結するようにするといった対応についても、併せて検討を進めてはどうか。


	各論１４ スイッチング・コスト（ブラウザへの登録、データ連携に起因するもの）
	論点1. ブラウザ・サービスのデータポータビリティの確保について、特にAppleにおける取組状況等について更なる精査を行う必要があるのではないか。
	ア. ブラウザ・サービスのデータポータビリティの確保について、パブコメでは反対する意見はなかった。特に、Googleは自社の既存の慣行が既に中間報告の内容に沿うものであり問題ないとの見解を示している。他方、中間報告でも指摘しているように、Appleでは、ID/PWをサードパーティ事業者によるブラウザと相互連携することまではできているが、移し替えまでできていない。（また、ブックマーク等の他の情報の取扱いについてもAppleから特段の説明がなかった。）
	イ. 以上のコメントなどを踏まえ、ブラウザ・サービスのデータポータビリティについてのAppleの取組状況と今後の取組を精査する必要があるのではないか。

	論点2. 対応の必要性、対応を行う場合の対応策の更なる詳細設計を検討する必要があるのではないか。
	ア. サービスの相互連携やデータの移し替えについてどの程度取り組むことをもって、データポータビリティの義務が履行できていると評価するべきか、検討を行っていくこととしてはどうか。
	イ. ア.を評価するにあたり配慮すべき事項の精査を検討する必要があるのではないか。


	各論１５ 有力ウェブ・サービスにおける仕様変更等によるブラウザへの影響（Google）
	論点1. 有力ウェブ・サービスにおける仕様変更等がブラウザ間の競争にもたらす影響の実態、ブラウザ・デベロッパによって導入時期や導入内容に差異が生じる理由の妥当性
	ア. ブラウザ間の互換性が十分に確保されなかった事例・新たな技術的機能が一方的に導入された事例及び有力ウェブ・サービスにおける仕様変更等により競合するブラウザ・デベロッパにどのような影響があったのかについて、更なる実態把握を行うこととしてはどうか。
	イ. ブラウザ・デベロッパによって導入時期や導入内容に差異が生じる理由の妥当性について、更なる精査を行うこととしてはどうか。

	論点2. 対応の必要性と、ブラウザ間の互換性を追求した場合のリスクなどについての検討、仮にそれを導入する場合の更なる詳細設計の検討
	ア. 論点1の検討を踏まえ、対応の必要性の更なる検討を行うとともに、仮に対応を行う場合にはオプションAとオプションBのどちらが適切か（あるいは他に手段があるか）についての検討を行っていく必要があるのではないか。
	イ. 「有力な」「ウェブ・サービス」について、それらの対象の範囲をどのように考えるかを検討する必要があるのではないか。
	ウ. 新機能を取り入れることを希望する全てのブラウザ・デベロッパが準備を終えるまでリリースを遅らせることになれば、リリースまで長期間を要することになるとも考えられるため、その点を考慮に入れたオプション案を検討する必要があるのではないか。
	エ. 例外とすべきケースの考え方を検討する必要があるのではないか。


	各論１６ 検索における自社に優位な技術の標準化（Google）
	論点1. 検索における自社に優位な技術を導入することによる競争上の懸念への対応の必要性の整理
	ア. 本論点において取り上げられた競争上の懸念について、実際に関係事業者にどのような影響を与えたのかなどについて引き続き精査を行っていくこととしてはどうか。
	イ. 上記アの整理を行うとともに、対応の必要性が認められる場合には、その詳細設計についても検討の深掘りを行っていくこととしてはどうか。


	各論１７ ブラウザ、検索エンジン等のプリインストール、デフォルト設定等
	論点1. オプションA（デフォルト設定等の変更に係るユーザーの選択を阻害する行為の禁止）の必要性と、仮にそれを導入する場合の更なる詳細設計の検討
	ア. パブコメでは、OS提供者が自らのアプリをプリインストールしユーザーの能動的な選択を奪っているため、アプリレイヤーにおける競争が阻害されているとしてオプションAに賛成する意見があった。一方で、デフォルト設定等は切り替えが容易であることから、競争に影響を与えていないとの意見やユーザーの利便性を向上させているとの意見も寄せられた。
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、デフォルト設定やプリインストールがアプリレイヤー等の競争に及ぼしている影響等について更に詳細に検討し、オプションAの必要性を検討することとしてはどうか。
	ウ. また、「非中立的な方法でエンドユーザーに選択肢を提供する行為」や「自律的な意思決定や選択を阻害する行為」を禁止する規律を導入する場合、どのような場合が「中立的な方法」や「自律的な意思決定や選択が担保されている」といえるのか等について、更なる詳細を検討していくこととしてはどうか。

	論点2. オプションB（ブラウザ、検索エンジンの選択制）の必要性と、仮にそれを導入する場合の更なる詳細設計の検討
	ア. パブコメでは、オプションBに賛成する立場からは、選択肢の特徴やメリットに関して客観的な視点で判断できる事項を掲載すべきとの意見や定期的なレビューに賛成する意見があった。反対する立場からはユーザーにとって負担になるおそれがあることを理由とするものなどがあった。
	イ. 以上のようなコメントなどを踏まえつつ、オプションBの必要性について、更なる検討を行うとともに、選択画面を導入することを求める場合、選択画面を求める対象は、ブラウザ、検索でよいかについても、更に検討を行うこととしてはどうか。
	ウ. 選択画面の実効性を上げる観点、過度なユーザー負担とならないようにする観点などから、選択画面の詳細設計の在り方（タイミング、頻度、盛り込まれるべき情報など）を検討する必要があるのではないか。
	エ. また、選択画面の効果を検証するためのレビューの在り方を検討する必要があるのではないか。
	オ. なお、本件に関連して、欧州一般裁判所のGoogle Android事件判決（本年９月予定）の動向も注視していくこととしてはどうか。

	論点3. オプションC（アンインストールを制限することの禁止）の必要性と、仮にそれを導入する場合の更なる詳細設計（セキュリティ等への配慮も含む）の検討
	ア. パブコメでは、オプションAに加えてオプションBやオプションCまで実現してはじめてユーザーが望むアプリをストレスなく使える環境が実現するとして賛成の意見が寄せられた一方で、プリインストールされたアプリ自体が使用するデータ容量は小さく、ユーザーが他のサードパーティ・アプリを選択する障害とはなっていないとして、アンインストール制限を禁止する必要性に対する疑問も寄せられた。また、プリインストールされたアプリをアンインストールすること自体には異論がないものの、GMSアプリを完全に削除するとGMSアプリ...
	イ. 以上のコメントを踏まえつつ、アンインストールを可能とするよう求めることに起因するユーザーへのデメリットについて、検討する必要があるのではないか。
	ウ. OS又はデバイスの機能に不可欠で、サードパーティが技術的に単独で提供できないソフトウェアに関しては、例外的に、アンインストールの制限が認められると考えるべきか。例外が認められる場合とは、具体的にどのような場合かを検討する必要があるのではないか。


	各論１８ 検索サービスを利用した自社マップサービスの優遇、自社ブラウザのプロモーション
	論点1. 検索サービスにおける表示等による自社サービスの優遇及び自社サービスのホームページ上での自社ブラウザの宣伝による競争上の懸念、これらの行為の妥当性についての更なる精査
	ア. パブコメでは、Google検索が所在地に関する検索ワードなど一定のクエリが使われた場合に、Google Mapが提供するサービス等の表示をオーガニック検索結果より先に表示することについて、OS提供事業者が自ら提供する特定のアプリをプリインストール／デフォルト設定していることと同義であり、各論１７及び各論２０と同様の問題を抱えており、検索結果と連動する点で更に積極的に自社アプリ優遇を図っているとして、問題視する意見が寄せられた。また、Googleが自社サービスのホームページ上でChromeを宣...
	イ. 他方、Google検索の結果表示におけるGoogle Mapの優遇については、検索結果の表示の中で自社の提供する信頼性の高いマップサービスを利用した結果を表示することは、ユーザーの利便性に資するものであるとする意見や、実際に当局等がGoogle検索の結果にサムネイルマップを表示する改良を評価しているという意見が寄せられている。また、Googleが自社の製品・サービス上でChromeのプロモーションを行うことについても、Googleが自由に使える場を利用しているにすぎず、競合事業者にも広告手段...
	ウ. そのほか、Google検索における自社マップサービスの優先表示やChromeのプロモーションに限らず、自社優遇一般については、消費者やサードパーティに悪影響を与えるとは必ずしもいえないとする経済分析（公正取引委員会競争政策研究センター「プラットフォームによる自己優遇に関する経済学文献のレビュー」）を指摘する意見も寄せられている。また、同じく自社優遇一般について、自社の商品、サービスの提供に当たって、関連する自社の他の商品、サービスを優遇することは一般的な事業活動であり、一般消費者や競合商品・...
	エ. そこで、検索サービスにおける表示等による自社サービスの優遇及び自社サービスのホームページ上での自社ブラウザの宣伝による競争上の懸念、これらの行為の妥当性について、更に精査してはどうか。

	論点2. 対応の必要性と、仮にそれを導入する場合の更なる詳細設計の検討
	ア. Google検索において、所在地に関する検索ワードなど一定のクエリが使われた場合に、Google Mapが提供するサービス等の表示がオーガニック検索結果より先に表示されることについては、パブコメにおいて、ユーザーの利便性を高めるものとして定着しているとの意見が寄せられた。オプションBについては、パブコメにおいて、「他社の同等のサービス」をOS事業者が全て把握するのは困難と思われることから、当該他社から申入れがあった場合には受け入れ、拒絶しないという請求権的な扱いが妥当であるという提案もなされ...
	イ. 以上のようなコメントなどを踏まえ、まず、検索における自社マップサービスの優先表示については、ユーザーの利便性を考慮した上で、介入の必要性があるかを検討してはどうか。また、そうした検討を踏まえつつ、検索における自社マップサービスの優先表示や、自社サービスのホームページ上での自社ブラウザの宣伝、その他検索サービスにおける表示や配置の方法に起因して行われる自社サービス一般の優遇について、競合事業者との公平、公正な競争を確保する手段として、オプションA（自社サービスの優遇禁止）とオプションB（自社サ...


	各論１９ データの取得、活用
	各論２０ OSへの機能追加・統合、競合アプリと同等の機能を有するアプリの開発とデフォルト設定等
	論点1. OS、アプリストア、ブラウザのそれぞれで取得されているデータやその活用状況についての更なる精査が必要ではないか。
	ア. 中間報告前の回答やパブコメにおいては、Apple・Googleからは、OS、アプリストア、ブラウザで取得されているデータやその活用の状況、管理の状況などについて、以下のような説明がなされている。
	イ. 一方で、パブコメにおいては、Appleなどのプラットフォーム事業者が、第三者のアプリ、サービス、及び/又は製品に関する商業的に機微な情報を自社のために使用するのではないかという恐れは、イノベーションを起こそうというアプリ開発者の意欲を低下させるといった懸念が指摘されている。
	ウ. 以上のコメントなども踏まえ、OS、アプリストア、ブラウザのそれぞれにおいて、①実際にどういったデータが取得されていて、そうした事実はどういった社内部門が把握しているのか、②それらのデータがどのような部門でどのように活用されているのか、③どういうプロセスでデータが加工されて、どんな分析データが誰と共有されているのか、④データの取得から破棄までのサイクルが、どのように管理されているのかなどについて、引き続き精査を行っていくことが必要ではないか。
	エ. なお、パブコメにおいては、スマートフォンの周辺機器とiOS向けアプリを開発するサードパーティ・デベロッパ複数社の声として、MFiプログラムにおいてAppleが当該デベロッパに対して、当該機器及びアプリとがiOS上で動くための技術をAppleがライセンシングする代わりに、当該周辺機器の開発に関する機密情報をAppleに提供すること、Appleが当該機密情報をApple内で使用することを許容すること、Appleに対して知的財産及び特許の侵害を訴えた場合にはライセンシング契約を終了すること、を条件...

	論点2. Apple、Google内での自主的な情報管理体制についての更なる把握
	ア. パブコメでは、Apple・Googleともに、自社内でルールを構築し、ユーザーやアプリなどについて取得したデータを、エコシステムに参加する他社と競合するためには活用していないと回答している。他方、Appleはアプリストアで取得するデータから、成長の見込みのあるアプリのカテゴリーを特定するなど、マーケティング・インテリジェンスを取得し、自社アプリなどの開発に活用しているとのApple元役員の証言を紹介する情報も寄せられている。
	イ. これらのコメントなども踏まえ、Apple、Googleの社内における情報管理体制について更なる把握をしてはどうか。具体的には、①どのようなルールによるデータガバナンスを目指しているのか（社内管理の趣旨と内容）、②どのようなデータスチュワードシップ体制を構築してデータガバナンスの実効性を担保しているのか、③システムインフラ上でどのような技術的な措置を講じてガバナンスを支えているのか、④違反が発見された場合の対応など組織的及び技術的な対策の実施状況や実態について、更に把握する必要があるのではないか。

	論点3. 対応の必要性と、仮に対応を行う場合のリスク、それらを踏まえた対応策の更なる詳細設計の検討
	ア. オプションA（取得データの競合サービスにおける使用禁止）
	イ. オプションB（サードパーティ事業者の事業活動により生成されたデータへの当該サードパーティ事業者によるアクセスの確保）
	ウ. オプションC（エンドユーザーによるデータポータビリティの確保）
	エ. オプションD（自社内の情報遮断）

	論点4. サードパーティと競合する機能の追加や競合アプリのデフォルト設定についての懸念事項、それを行うことの妥当性についての更なる精査
	ア. パブコメでは、Googleは、プリインストール及びOS機能の拡充は、競争者の権利を侵害しない限り実力による競争であり、最終的にユーザーにとっての利便性をもたらすもの、と回答。一方で、論点１でのMFiプログラムの関係で、一部のサードパーティ・アプリ事業者が開発に関する情報をOSプロバイダー側に提供するよう強いられたとの情報提供もあったほか、一部のサードパーティ・アプリ事業者が開発したアプリについて、プラットフォーム事業者にプリインストールされ、デフォルト設定になることを懸念する意見も寄せられた。
	イ. このようなコメントなども踏まえ、OS機能に追加された機能やプリインストールされたOS提供事業者によるアプリによって、それと同じ機能を提供していたサードパーティ・アプリ事業者とOS提供事業者との間の競争に与える影響について、更なる精査が必要ではないか。

	論点5. サードパーティと競合する機能の追加や競合アプリのデフォルト設定に対する対応の必要性、仮に対応を行う場合の更なる詳細設計の検討
	ア. パブコメにおいては、オプションE（サードパーティと競合する機能の追加及び競合アプリのデフォルト設定の禁止）・オプションF（機能追加等のプロセスの透明化）に対して、ユーザー利便性や健全な競争への影響という立場から懸念を表明する意見があった。一方、ユーザーにとって、OS機能に取り込まれた当該機能の方がサードパーティ・アプリによって提供される競合する機能よりも利用されやすい点から、競争優位性があると指摘をするコメントもあった。他方、当該意見はオプションEについて、競合するサードパーティ・アプリを行...
	イ. 上述論点４におけるサードパーティ・アプリ事業者とOS提供事業者との競争への影響についての更なる精査を踏まえて、対応の必要性について更に検討を深めるとともに、必要な対応策の詳細設計について検討していくことが必要ではないか。この際、OS機能への取込みやプリインストールの予定や決定についてどのように透明性を確保しエコシステム参加者の理解が得られやすい環境を構築できるか、などの点について精査していってはどうか。


	各論２１ ソーシャル・ログイン（「Sign in with Apple」）（Apple）
	論点1. SIWAの表示の強制による競争上の懸念、SIWAの表示を求める理由の妥当性の更なる精査、対応の必要性と仮に対応を行う場合の更なる詳細設計の検討
	ア. 中間報告において、Appleは、表示義務導入の背景について、ユーザーがウェブサイトなどにすばやく簡単にサインインできるようにすること、ユーザーが共有するデータを最小化し追跡やプロファイリングを防止すること、ユーザー自身に個人情報をコントロールできるソーシャル・ログイン・サービスを提供することを挙げている。また、パブコメにおいて、Appleは、アプリ内あるいはウェブサイトにおけるユーザーの活動をまったく追跡していないため、SIWAから「優位性」を得ることはない、ユーザーがSIWAを経由して接続...
	イ. 他方で、パブコメにおいては、ユーザー利便性向上のためであれば自然に選択され得るものであり、通常はSIWAの表示を競争に任せるべきところ、強制するAppleの対応は自社の利益追求ではないかとの立場から、自社ID等自社サービスの表示強制の禁止のオプションについて賛成する意見もあった。
	ウ. 以上のコメントなどを踏まえ、iOSでのアプリ配信ルールを自らの裁量で決めることができる立場にあるAppleが、一律に自社のIDサービスの表示をアプリベンダーに強制することにより、IDサービス市場における他のソーシャル・ログイン・サービスプロバイダーとの競争において優位性を構築する等の懸念はないか、また、アプリにおけるソーシャル・ログインの表示について対価を伴う取引がある場合には、アプリベンダーにとってSIWA表示の強制は収益機会の損失につながるおそれはないか等、SIWA表示の強制がもたらす影...
	エ. ウの精査を踏まえつつ、SIWAの表示を求める理由の妥当性の更なる精査、何らかの対応の必要性や仮に対応を行う場合の更なる詳細設計の検討を行っていくべきではないか。


	各論２２ Chromeブラウザへの自動ログイン(Google)
	論点1. Chromeへの自動ログインにおける実態や懸念の更なる精査、Chromeへの自動ログインを行っている理由の妥当性の更なる精査、対応の必要性と仮に対応を行う場合の更なる詳細設計の検討
	ア. パブコメにおいて、Googleは、自動ログインの趣旨について、ログインの一貫性が摩擦のないスムーズなユーザーエクスペリエンスを提供できることと説明をしている。更に、ユーザーは自動ログインをOFFにできること、自動ログインしてもChrome右上に常に表示されているログイン状況によりユーザーは簡単にログインに気づくことができる、と説明している。また、Googleは、ユーザーが管理することを可能にする製品設計の努力を自発的かつ積極的に行っていることを踏まえ、Chromeへの自動サインインに関する規...
	イ. 他方、パブコメでの他の意見として、オプションE（自動ログインをデフォルトで「オフ」とする設定又はオプトイン方式等）の中のオプトイン型へ変更する提案について、ユーザーインターフェースへの弊害も少なく、賛成するとの意見もあった。
	ウ. 以上のコメントなどを踏まえ、自動ログインがある場合とない場合で取得されるデータにどのような違いがあるかなど、自動ログインによってデータアクセスにおける競争上の優位性が発生しているか否かについて精査する必要があるのではないか。また、Chromeへの自動ログインを行っている理由の妥当性の精査を行うとともに、対応の必要性の更なる検討、仮に対応を行う場合にはオプションEとオプションFのどちらが適切か（あるいは他に手段があるか）についての検討、対応を行う場合の詳細制度設計の更なる検討を行っていく必要が...


	各論２３ ブラウザから自社ウェブサイトに対してのみ行う情報送付（Google）
	論点1. Googleにおけるデータの取扱いに関する実態の更なる把握、それを踏まえた対応の必要性の更なる検討
	ア. パブコメでは、Googleから、Xクライアントデータヘッダは、ユーザーを個人として識別できないように設計されているとの説明があった。他方、その他の意見として、本件は「イコールフッティングの観点で考えるべきでなく、個人情報保護法で規制すべきものであり、『ブラウザが自社のウェブサイトに対し実地試験などの名目で他社のウェブサイトに提供されないデータを提供すること』を規制することが考えられる。ただし、ウェブサイトの標準仕様の策定のために対象や手段、目的を公にして行われるものや、ブラウザが自社サービス...
	イ. 以上のようなコメントなども踏まえつつ、Googleが、ユーザーを個人として識別できないように設計し、トラッキングを行っていないとしていること等の実態の精査を行うこととしてはどうか。
	ウ. また、Googleがウェブ・サービスにとってインフラ的な役割を担うブラウザを提供している地位を活用して、自社のウェブ・サービスを優遇しているかどうか、対応の必要性を含め、引き続き検討を行っていくこととしてはどうか。


	各論２４ サーチ・クエリ・データ等のリソース（Google）
	論点1. サーチ・クエリやインデックスデータについて、アクセスを認めることによる弊害に関する主張の妥当性の更なる精査、以上を踏まえた対応の必要性と、仮に対応する場合の更なる詳細設計の検討
	ア. Googleは、パブコメにおいて、まず、平等で公平な競争を確保し、他のエンジンが市場に参入するためには、検索クエリ・データやインデックスといったデータは重要でないとし、エンジニアリングの創造性や継続的実験など他の多くの要因によってサービスを向上することができることや、機械学習が重要であると回答している。
	イ. このように検索市場におけるデータの重要性を否定する一方で、検索インデックスはGoogleがウェブから収集、分析及び整理した情報の総体であり、Googleは包括的なインデックスを構築するため並々ならぬ努力を行っており、ライバルの検索結果よりも関連性の高い情報を検索結果として提供することができている。それを第三者に共有することの義務付けは、Googleがインデックスを改良するインセンティブを失う、と述べている。
	ウ. Google以外からは、サーチ・クエリ・データへのアクセスを認めることについて、ユーザープライバシーのリスク、営業秘密の侵害の懸念から反対する声があった。
	エ. こうしたコメントなどを踏まえ、シンジケート契約に基づき一般検索サービスを提供している者や検索サービスへの新規参入を検討する者にとって、GoogleやBingが保有するサーチ・クエリやインデックスデータへのアクセスが許されないことにより、どのような競争上の影響があるのか、引き続き精査する必要があるのではないか。


	各論２５ OSの機能へのアプリに対するアクセス制限
	各論２６ UltraWideBand（超広帯域無線）へのアクセス制限（Apple）
	各論２７ NFC（近距離無線通信）へのアクセス制限（Apple）
	論点1. アクセスの制限による競争上の影響、制限の理由の妥当性についての更なる精査
	ア. パブコメでは、アクセスの制限について、Appleについて、iPhoneに搭載されている超広帯域近距離近接トラッキング及びデータ転送技術へのアクセスを制限しており、それにより将来のイノベーションが抑制され、消費者が利用できるようになる将来の製品が制限される可能性があるとの意見があった。
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